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れ、そのᚋの研究の方向性をトップࢲウンでつ定するものであるが、他方でド・ࢦール時代とは異なり、

ᡓ␎策定プロセスには多くのே々がᦠࢃり、またᡓ␎にᚑった研究の᥎㐍も多くのே々に㛤かれている

という特ᚩがある。 

 

4㸬おࢃりに 

 ෑ㢌の୕つのၥい࡬の現時Ⅼでの⟅えは௨ୗのとおりである。まず、2005年௨㝆のᨵ㠉によりそれま

でのࢩステ࣒と大きくኚ化したⅬは、1㸬➇த的資金の配分をᑓ門的に行う機関がタ❧され、➇த的な

資金配分が本᱁化したこと、2㸬ᅜの研究・イノ࣋ーࣙࢩンᡓ␎が、㛗ᮇ的などⅬかつ㛤かれたプロセ

スにᚑって策定されるようになったこと、である。しかし、➇த的な資金配分やᅜレ࣋ルのᡓ␎といっ

た᪋策は、この時ᮇに✺然ᑟධされたࢃけではない。㐜くとも 1990 年代には、イノ࣋ーࣙࢩンの重要

性や研究ᐇ行主యの多様性の確保、プライ࢜リティセッティングに基づいたᅜレ࣋ルでのᡓ␎のᚲ要性

といった論Ⅼは⧞り㏉し㆟論されるようになっていた。2005年௨㝆に㉳こった大きなኚ化は、⤌⧊構ᡂ

や大々的な᪋策といった目❧つ部分のኚ化であり、ࣇランスの科学ᢏ⾡・イノ࣋ーࣙࢩンࢩステ࣒にお

いて、これらのアイデア自యが新しかったというࢃけではない。 

 ௨上のㄝ明が、二つ目のၥいである大つᶍなኚ化が㉳こった理⏤も♧している。すなࡕࢃ、「大つᶍ」

に見えるኚ化の⫼景には㛗ᮇ的に認識されていた課題とそれに対する᪋策があった。それらにຍえ、

LOLFのᑟධによってプロジ࢙クト࣋ースの➇த的な資金配分に㥆ᰁࡴ基┙ができたことや、ࢧルコジ大

⤫㡿というᙉいリーࢲーࢩップを発᥹した大⤫㡿のᏑᅾにより、それまで認識されていた課題に対する

アプローチが、この時ᮇに大きく㐍展したのではないか。 

 さらに、ᨵ㠉が㐜れたといࢃれるࣇランスは、ᙜึ一部のᅜႠ௻業や公的研究機関に集中的にᢞ資す

ることで➇தຊを得ていたと考えられる。㝈られたアクターによる大つᶍプロジ࢙クトによる研究ࣔデ

ルは、᪩ᬌに行きワまりを見せていた。他方で CNRS 等の公的研究機関が研究の中心となり主に基♏研

究にྲྀり⤌ࡴというスタイルは、ࣇランスの基♏研究分㔝での➇தຊの⋓得にᐤ与し続けた。ただし、

研究ຊのある公的研究機関と研究ຊのஈしい大学という構造がၥ題どされ、2007年の大学の自⏤と㈐௵

に関する法に代⾲されるᨵ㠉に結ࡧついたⅬは、᪤に㏙࡭たとおりである。 

ルコジ大⤫㡿のᨵ㠉を⤒て、2012年ࢧ  5᭶に社会ඪの࢜ランドᨻᶒがᡂ❧した。このᨻᶒは、ࢧルコ

ジ大⤫㡿の行った一連のᨵ㠉に対してはྰ定的な見ゎを♧している。たとえࡤ、社会ඪの࢙ࣇࢽ࣐スト

には➇தよりも連ᦠを重どし、➇த的な資金配分の๭合を低ୗさせる方㔪が明♧されている[8]。また、

ᨻᶒᶞ❧ᚋの┬庁෌⦅においては「生⏘෌建┬」という┬が新タされ、ᚑ来の⤒῭・㈈務・⏘業┬の⏘

業部分の機能を担っている。この┬には「中ᑠ௻業・イノ࣋ーࣙࢩン・デジタル⤒῭担ᙜ大⮧」が⨨か

れ、中ᑠ௻業をྵめたイノ࣋ーࣙࢩン࡬のྲྀり⤌ࡳが重どされている。さらに、2012年 7᭶にタ❧され

た高等ᩍ⫱・研究会㆟㸦Assises de l'enseignement supérieur et de la recherche）では、現ᅾの科

学ᢏ⾡・イノ࣋ーࣙࢩンࢩステ࣒の重要な᰿ᣐ法の一つである研究のための㛗ᮇ計画法のಟ正をど㔝に

ධれた㆟論が続けられている。ᨵ㠉の行方は未だ୙㏱明であり、௒ᚋの動向にὀ目するᚲ要がある。 
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 とẸ間௻業࣒ステࢩ・ンࣙࢩー࣋ル・イノࢼࣙࢩࢼ

－㡑ᅜ・࣒ࢧスン㟁子の事౛－ 

 
 （ᒸ山純子㸪ᯘᖾ秀㸦科学ᢏ⾡᣺⯆機構ۑ

 

 
2008 年の䝸ー䝬ン䝅䝵䝑䜽௨㝆のୡ⏺୙ἣの୰、㡑ᅜのサ䝮ス

ン電Ꮚは୍気䛻᪥ᮏ௻業䜢ᢤきୡ⏺䝖䝑プのᗙ䜢ᅛ䜑た䚹ᮏ✏で

はサ䝮スン電Ꮚの発ᒎ⤒⦋䛻䛴䛔䛶ㄪ査䜢⾜䛔、ᢏ⾡学⩦ẁ㝵

のほⅬ䛛䜙、㡑ᅜᨻᗓ䛜ᯝたしたᙺ๭䛸の㛵係䛻䛴䛔䛶ศᯒし、

ᡃ䛜ᅜのᨻ⟇䜈の䜲ンプ䝸䜿ー䝅䝵ン䜢ᚓ䜛䛣䛸䜢ヨ䜏䜛䚹 

 

1.ୡ⏺ᕷ場における㡑ᅜ௻業・࣒ࢧスン㟁子のྎ㢌 

でのᕷ場ࣅスン㟁子は、ᦠᖏ㟁ヰ、DRAM、ⷧᆺテレ࣒ࢧ

⏺アがୡ࢙ࢩ 1 ఩と、ᛴ㏿にୡ⏺トップに㋀り出ている。[1]
これらの多くは、日本௻業のᙉࡳであるとᛮࢃれてきた分㔝

である。このような㏫㌿現象はいつ、どうして㉳きたのだろ

うか㸽まずは、同社の㈈務状ἣを日本の主要௻業㸦2011 年の

኎上高がୡ⏺ 100 ఩௨内の㟁Ẽ࣓ーカを対象とした）とẚ㍑

してࡳる。 
スングループは、2010࣒ࢧ 年ᐇ⦼で኎上高が 255 ඙ Won

と㡑ᅜの GDP の 22㸣の኎上を誇る㡑ᅜの最大手㈈㛸グルー

プである。グループの中᰾をなす࣒ࢧスン㟁子の኎上高は

2010 年ᐇ⦼で 154.6 ඙ Won とグループのおよそ 6 ๭を༨め

ており、同年のႠ業฼┈は 17.3 ඙ Won である。1996 年から

2010 年までの日本の大手㟁機࣓ーカとのẚ㍑㸦ᅗ㸯㸸኎上高、

ᅗ㸰㸸Ⴀ業฼┈⋡）を行うと、2000 年代༙ࡤに኎上で㏣い㉺

しており、Ⴀ業฼┈は一㈏して高いỈ‽にあることがࢃかる。 
ḟに、኎上高⥲฼┈⋡およࡧキャッࣇࣗࢩローについての

ẚ㍑を行う㸦⾲㸯）。

なお、2008 年௨㝆の

データはリー࣐ンࢩ

ࣙックにకう⤒῭༴

機の影響が大きいた

め、ここでは┤๓の

2007 年のデータを

౑用した。日本௻業の中ではパࢽࢯࢼックのࡳが࣒ࢧスン㟁

子よりも኎上高⥲฼┈⋡が高く、୧者はᣕᢠしていた。キャ

ッࣇࣗࢩローについては、࣒ࢧスン㟁子と日❧〇సᡤがႠ業

活動によって得られた཰┈を㡰調にᢞ資している様子がうか

がえた。[2]⥲じて、࣒ࢧスン㟁子は日本の同業他社とẚ㍑し

てより高௜ຍ価್な〇ရを㈍኎し、得られた཰┈をຠ果的に

ᢞ資にまࢃすࢧイクルが㡰調である様子が♧၀された。 
ḟに、ྛ社の研究㛤発活動を見ると、㏆年日本௻業のᢞ資

活動がᶓࡤいであるのに対し、࣒ࢧスン㟁子の R&D ᢞ資は㣕

㌍的にఙࡧている㸦ᅗ㸱）。2010 年には 9.1 ඙ Won に㐩して

おり、これは㡑ᅜの全 R&D ᢞ資のおよそ 1/4 と、㡑ᅜᨻᗓの

研究㛤発ᢞ資㢠に㏕るໃいである。[1] 

ᅗ 1㸸࣒ࢧスン㟁子と主要日本௻業の኎

上高᥎⛣㸦1996-2010 年）[1] 
ὀ㸸Ⅽ᭰レートはᮇ中ᖹᆒ್を౑用 

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

䝃䝮スン㟁子

䝟䝘䝋ニ䝑ク

᪥❧〇సᡤ

䝋ニー

（ⓒ୓ドル）

ᖺ

ᅗ 2㸸࣒ࢧスン㟁子と主要日本௻業の

Ⴀ業฼┈⋡᥎⛣㸦1996-2010 年）[1] 
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ᅗ 3㸸࣒ࢧスン㟁子と主要日本௻業の研究㛤

発ᢞ資㢠の᥎⛣㸦1996-2010 年）[1] 
ὀ㸸Ⅽ᭰レートは 1 ෇㸻12㹕on で᥮⟬ 
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 ⛬スン㟁子のᡂ㛗過࣒ࢧ.2

2.1 ᾏ外からのᢏ⾡⛣㌿とテレࣅ〇造事業[3] 

ᫍ୕ࡧスン㟁子は、1969年に日本௻業との合ᘚである୕ᫍ୕ὒおよ࣒ࢧ  NECの持ࡕ株会社としてタ❧

された。ᙜ時㡑ᅜでは 1959 年に๰業したラッキー金ᫍ㸦現㸸LG 㟁子）がඛ行しており、外資とᥦᦠし

た࣒ࢧスンはᅜ内⏘業をᅽ㏕するとの理⏤から、〇ရの全㔞㍺出を๓ᥦに๰業のチ可を得た。 

๰業㹼1970 年代๓༙にかけ、同社は主として日本からのターンキーᆺᢏ⾡ᑟධにより、テレࣅやᐙ㟁

の OEM〇造に╔手した。とりࢃけ白㯮テレࣅについては、1978年に⣼✚生⏘ྎᩘ 400୓ྎとୡ⏺最多を

誇った。[2]1980 年代には、自社ࣈランドでの㈍኎にも精ຊ的にྲྀり⤌ࡴようになり、Ḣ⡿࡬の㐍出を

果たす一方で、ᡂ⇍ᢏ⾡となった白㯮テレࣅや中ᑠᆺテレࣅの生⏘はᾏ外ࣇࢩトするに⮳った。 

 

2.2 自主ᢏ⾡㛤発の᥎㐍と༙ᑟయ事業࡬の参ධ[1,3] 

ると同時に、基♏ᢏ⾡を྾཰すࢃスン㟁子は、๰業ᙜึからᢏ⾡ᑟධの㝿に部ရの内〇化にこだ࣒ࢧ

るためのேᮦᢞ資をᝰしまなかった。このດຊがᐇり、1973年には㟁子工業の基ᖿ部ရである┿✵⟶の

ᅜ⏘化にᡂຌした。┿✵⟶の〇造ᢏ⾡は、ࣈラウン⟶や༙ᑟయᢏ⾡に┤結するものが多く、ᚋの࣒ࢧス

ン㟁子のᡂ㛗にとって、大きな意⩏を持った。一方でᛴ⃭にᢏ⾡ຊをつける࣒ࢧスンを日本௻業が㆙ᡄ

するようになり、ᢏ⾡⛣㌿のࣁードルがᚎ々に上がる。このため、1970年代ᚋ༙には࣒ࢧスンは、リバ

ースエンジࢽアリングに本᱁的にྲྀり⤌ࡴようになった。さらに、1980年には⥲合研究ᡤをタ❧し、⊂

自ᢏ⾡による新〇ရ㛤発を志向するようになる。 

このような中、௻業ᡓ␎として༙ᑟయ・通ಙ分㔝のᢏ⾡㛤発を重どし、1977年より༙ᑟయ事業に参ධ、

1983年には DRAM 事業を㛤始した。1990年代には、୕ᫍは外部ᢏ⾡に౫Ꮡしなくても新〇ရの㛤発がで

きるᢏ⾡能ຊを᭷するまでにᡂ㛗したとされる。特に、1989年にୡ⏺ึの 8インチ༙ᑟయウࣁ࢙ーを㛤

発したことが、ୡ⏺の༙ᑟయᕷ場で 1఩を⥔持するỴ定的なᡂ果となった。 

 

2.3 大々的な⤒Ⴀ㠉新㐠動「新⤒Ⴀ」[1,4] 

 1990 年代ึ㢌まで、࣒ࢧスンは日本௻業をᚋ㏣いするᙧで事業を展㛤していた。しかし、このࣅジネ

スࣔデルでは、ၟရ㛤発でᚋれをྲྀるため௜ຍ価್の高い〇ရをᕷ場にᢞධすることが㞴しい。これに

༴機感を感じたᮤ೺⇊会㛗は、1993年に「新⤒Ⴀ」と⛠した⤒Ⴀ㠉新㐠動を大々的に展㛤し、㔞重どか

ら㉁重どの⤒Ⴀを志向した。これが大きな㌿機となり、現ᅾの➇தඃ఩の基┙を築くこととなる。 

新⤒Ⴀについては⏿ᮧ・ྜྷ川がヲしくゎㄝしているが、本✏において特に重要なのは、ḟの୕Ⅼと考

える。一Ⅼ目は、ேᮦ⫱ᡂ、とりࢃけᆅ域ᑓ門ᐙというᕷ場を῝く理ゎしたேᮦの⫱ᡂである。このᆅ

域ᑓ門ᐙは、୕ᫍに᭷用な情報を得て会社にࣇィードバックさえすれࡤ、ୡ⏺ྛᆅで 1年間自⏤に過ࡈ

してⰋいというものである。これがᕷ場ࢽーࢬのᢕᥱやそれに基づくၟရ㛤発に大きく㈉献していると

いう。二Ⅼ目は、ୡ⏺にඛ㥑けた࢜リジࢼル〇ရの㛤発とࣈランドイ࣓ージの確❧である。୕Ⅼ目は、

スࣆード⤒Ⴀを行うయไの構築である。とりࢃけ、コンカレントエンジࢽアリングのᑟධはၟရ㛤発の

リードタイ࣒ᅽ⦰に大きく㈉献した。この他にも、ᮦ料費๐減㐠動などࢧプライチ࢙ーンをຠ⋡化する

ྲྀり⤌ࡳや、トップࢲウンでの⡿ᅜᆺ࣐ネジ࣓ントయไのᑟධ等がスࣆード⤒Ⴀにも活かされている。 

ᢏ⾡㠃では、1995 年にはୡ⏺でึめて、CDMA 方ᘧを᥇用したᦠᖏ㟁ヰの事業化を行った。また、デ

ジタルテレࣅ分㔝ではヨసရの㛤発・㔞⏘・㍺出など、す࡭ての分㔝でୡ⏺ึと評価された。 

1997年の IMF༴機で㡑ᅜ⤒῭は大きな③手を受けたが、༴機にඛ㥑けてᨵ㠉にྲྀり⤌ࢇでいた࣒ࢧス

ンは、大⫹なリストラを行い、スリ࣒な⤒Ⴀయ㉁を構築する機会とした。これらのྲྀり⤌ࡳが、࣒ࢧス

ンが本✏➨ 1⠇に㏙࡭たような一㌍ୡ⏺トップ௻業に㌍り出る原動ຊとなった。 

2010 年 5 ᭶には、新しいᮤ೺⇊会㛗の⤒Ⴀ㠉新プラン” Vision2020”として、バイ࢜་⸆、ኴ㝧㟁ụ、

自動㌴用二ḟ㟁ụ、LED、་⒪機ჾの 5 分㔝に 10 年間で 23 ඙ 3000 ൨ Won㸦ᚋに 26 ඙㹕on にಟ正）

をᢞじる計画が発⾲された。[2]この⫼景には、会㛗の࣒ࢧスンのᑗ来に対する༴機感があるという。 
 

3.㡑ᅜᨻᗓの科学ᢏ⾡・⏘業ᢏ⾡ᨻ策 

3.1 ᡓᚋのᛴ㏿な⤒῭ᡂ㛗をᨭえたᾏ外からのᢏ⾡⛣㌿㸦1960年代から 1980年㡭まで） 

1963-1979 年のᮔᨻᶒୗ、㡑ᅜは外ᅜᢏ⾡のᑟධにより⏘業を⫱ᡂし、ᢏ⾡⛣㌿の主యとして㈈㛸を

⫱ᡂする⏘業ᢏ⾡ᨻ策を展㛤した。᭹部らは、この時ᮇの㡑ᅜの工業化の特ᚩは「豊ᐩな低㈤金労働ຊ

を฼用して、労働集⣙的な⤌❧ᆺ⏘業から工業化を始め、その〇ရをᾏ外に㍺出し、外㈌を⋓得、その

外㈌でタഛや資ᮦを㍺ධし෌ࡧそれを⤌ࡳ❧てて㍺出する͐、というᚠ環」にあるとし、これを「⤌❧
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 ⛬スン㟁子のᡂ㛗過࣒ࢧ.2

2.1 ᾏ外からのᢏ⾡⛣㌿とテレࣅ〇造事業[3] 

ᫍ୕ࡧスン㟁子は、1969年に日本௻業との合ᘚである୕ᫍ୕ὒおよ࣒ࢧ  NECの持ࡕ株会社としてタ❧

された。ᙜ時㡑ᅜでは 1959 年に๰業したラッキー金ᫍ㸦現㸸LG 㟁子）がඛ行しており、外資とᥦᦠし

た࣒ࢧスンはᅜ内⏘業をᅽ㏕するとの理⏤から、〇ရの全㔞㍺出を๓ᥦに๰業のチ可を得た。 

๰業㹼1970年代๓༙にかけ、同社は主として日本からのターンキーᆺᢏ⾡ᑟධにより、テレࣅやᐙ㟁

の OEM〇造に╔手した。とりࢃけ白㯮テレࣅについては、1978 年に⣼✚生⏘ྎᩘ 400୓ྎとୡ⏺最多を

誇った。[2]1980 年代には、自社ࣈランドでの㈍኎にも精ຊ的にྲྀり⤌ࡴようになり、Ḣ⡿࡬の㐍出を

果たす一方で、ᡂ⇍ᢏ⾡となった白㯮テレࣅや中ᑠᆺテレࣅの生⏘はᾏ外ࣇࢩトするに⮳った。 

 

2.2 自主ᢏ⾡㛤発の᥎㐍と༙ᑟయ事業࡬の参ධ[1,3] 

ると同時に、基♏ᢏ⾡を྾཰すࢃスン㟁子は、๰業ᙜึからᢏ⾡ᑟධの㝿に部ရの内〇化にこだ࣒ࢧ

るためのேᮦᢞ資をᝰしまなかった。このດຊがᐇり、1973年には㟁子工業の基ᖿ部ရである┿✵⟶の

ᅜ⏘化にᡂຌした。┿✵⟶の〇造ᢏ⾡は、ࣈラウン⟶や༙ᑟయᢏ⾡に┤結するものが多く、ᚋの࣒ࢧス

ン㟁子のᡂ㛗にとって、大きな意⩏を持った。一方でᛴ⃭にᢏ⾡ຊをつける࣒ࢧスンを日本௻業が㆙ᡄ

するようになり、ᢏ⾡⛣㌿のࣁードルがᚎ々に上がる。このため、1970 年代ᚋ༙には࣒ࢧスンは、リバ

ースエンジࢽアリングに本᱁的にྲྀり⤌ࡴようになった。さらに、1980 年には⥲合研究ᡤをタ❧し、⊂

自ᢏ⾡による新〇ရ㛤発を志向するようになる。 

このような中、௻業ᡓ␎として༙ᑟయ・通ಙ分㔝のᢏ⾡㛤発を重どし、1977 年より༙ᑟయ事業に参ධ、

1983年には DRAM事業を㛤始した。1990年代には、୕ᫍは外部ᢏ⾡に౫Ꮡしなくても新〇ရの㛤発がで

きるᢏ⾡能ຊを᭷するまでにᡂ㛗したとされる。特に、1989年にୡ⏺ึの 8インチ༙ᑟయウࣁ࢙ーを㛤

発したことが、ୡ⏺の༙ᑟయᕷ場で 1఩を⥔持するỴ定的なᡂ果となった。 

 

2.3 大々的な⤒Ⴀ㠉新㐠動「新⤒Ⴀ」[1,4] 

 1990年代ึ㢌まで、࣒ࢧスンは日本௻業をᚋ㏣いするᙧで事業を展㛤していた。しかし、このࣅジネ

スࣔデルでは、ၟရ㛤発でᚋれをྲྀるため௜ຍ価್の高い〇ရをᕷ場にᢞධすることが㞴しい。これに

༴機感を感じたᮤ೺⇊会㛗は、1993年に「新⤒Ⴀ」と⛠した⤒Ⴀ㠉新㐠動を大々的に展㛤し、㔞重どか

ら㉁重どの⤒Ⴀを志向した。これが大きな㌿機となり、現ᅾの➇தඃ఩の基┙を築くこととなる。 

新⤒Ⴀについては⏿ᮧ・ྜྷ川がヲしくゎㄝしているが、本✏において特に重要なのは、ḟの୕Ⅼと考

える。一Ⅼ目は、ேᮦ⫱ᡂ、とりࢃけᆅ域ᑓ門ᐙというᕷ場を῝く理ゎしたேᮦの⫱ᡂである。このᆅ

域ᑓ門ᐙは、୕ᫍに᭷用な情報を得て会社にࣇィードバックさえすれࡤ、ୡ⏺ྛᆅで 1年間自⏤に過ࡈ

してⰋいというものである。これがᕷ場ࢽーࢬのᢕᥱやそれに基づくၟရ㛤発に大きく㈉献していると

いう。二Ⅼ目は、ୡ⏺にඛ㥑けた࢜リジࢼル〇ရの㛤発とࣈランドイ࣓ージの確❧である。୕Ⅼ目は、

スࣆード⤒Ⴀを行うయไの構築である。とりࢃけ、コンカレントエンジࢽアリングのᑟධはၟရ㛤発の

リードタイ࣒ᅽ⦰に大きく㈉献した。この他にも、ᮦ料費๐減㐠動などࢧプライチ࢙ーンをຠ⋡化する

ྲྀり⤌ࡳや、トップࢲウンでの⡿ᅜᆺ࣐ネジ࣓ントయไのᑟධ等がスࣆード⤒Ⴀにも活かされている。 

ᢏ⾡㠃では、1995 年にはୡ⏺でึめて、CDMA 方ᘧを᥇用したᦠᖏ㟁ヰの事業化を行った。また、デ

ジタルテレࣅ分㔝ではヨసရの㛤発・㔞⏘・㍺出など、す࡭ての分㔝でୡ⏺ึと評価された。 

1997年の IMF༴機で㡑ᅜ⤒῭は大きな③手を受けたが、༴機にඛ㥑けてᨵ㠉にྲྀり⤌ࢇでいた࣒ࢧス

ンは、大⫹なリストラを行い、スリ࣒な⤒Ⴀయ㉁を構築する機会とした。これらのྲྀり⤌ࡳが、࣒ࢧス

ンが本✏➨ 1⠇に㏙࡭たような一㌍ୡ⏺トップ௻業に㌍り出る原動ຊとなった。 

2010 年 5 ᭶には、新しいᮤ೺⇊会㛗の⤒Ⴀ㠉新プラン” Vision2020”として、バイ࢜་⸆、ኴ㝧㟁ụ、

自動㌴用二ḟ㟁ụ、LED、་⒪機ჾの 5 分㔝に 10 年間で 23 ඙ 3000 ൨ Won㸦ᚋに 26 ඙㹕on にಟ正）

をᢞじる計画が発⾲された。[2]この⫼景には、会㛗の࣒ࢧスンのᑗ来に対する༴機感があるという。 
 

3.㡑ᅜᨻᗓの科学ᢏ⾡・⏘業ᢏ⾡ᨻ策 

3.1 ᡓᚋのᛴ㏿な⤒῭ᡂ㛗をᨭえたᾏ外からのᢏ⾡⛣㌿㸦1960年代から 1980年㡭まで） 

1963-1979 年のᮔᨻᶒୗ、㡑ᅜは外ᅜᢏ⾡のᑟධにより⏘業を⫱ᡂし、ᢏ⾡⛣㌿の主యとして㈈㛸を

⫱ᡂする⏘業ᢏ⾡ᨻ策を展㛤した。᭹部らは、この時ᮇの㡑ᅜの工業化の特ᚩは「豊ᐩな低㈤金労働ຊ

を฼用して、労働集⣙的な⤌❧ᆺ⏘業から工業化を始め、その〇ရをᾏ外に㍺出し、外㈌を⋓得、その

外㈌でタഛや資ᮦを㍺ධし෌ࡧそれを⤌ࡳ❧てて㍺出する͐、というᚠ環」にあるとし、これを「⤌❧

ᆺ工業化」とྡ௜けた。また、この「ᚠ環」をᨭえたᨻ策として、➨一に低㈤金労働ຊ、➨二につᶍの

⤒῭の㏣ồおよࡧこれをᨭ᥼する⼥資ᨻ策、➨୕に生⏘タഛ、中間㈈あるいはᢏ⾡の㐜ᘏない㍺ධ、➨

ᅄにᨻᗓの㍺出ᣑ大ᨻ策に࿧ᛂする௻業の⤒Ⴀに対する⿵ຓであったとしている。[5]㟁子⏘業分㔝に

おいては、1969年ไ定の㟁子⏘業ಁ㐍法により、௻業の資金ᥦ౪、ᶆ‽化ᨭ᥼およࡧ研究㛤発が㛗ᮇに

 。たりᨭ᥼された。[6]௻業⤒Ⴀとᢏ⾡㛤発はともにᅜのᨻ策に大きく౫Ꮡしていたことが♧၀されるࢃ

 

3.2 ᅜ内でのᢏ⾡㛤発の志向㸦1980年代㹼） 

 1980 年代の㡑ᅜは、NIEsのඛ㢌を行くᅜとしてὀ目された。一方で、㡑ᅜᅜ内においては 1970年㡭

からᚎ々に㈤金上᪼がはじまり、安価な労働ຊによるコスト➇தຊがኻࢃれていった。[1,5] 

この時ᮇ、ඛ㐍ᅜは景Ẽ低㏞をᢤけ出すための発展ᡓ␎として、ᨻᗓ自らがᢏ⾡㛤発に✚ᴟ的に௓ධ

するようになった。また、プロパテントᨻ策が展㛤されていく中、ᅜ㝿的にᢏ⾡保ㆤ主⩏や知的㈈⏘ᶒ

保ㆤが㐍ࢇだ。㡑ᅜにおいてもᅜ㝿的なඛ➃ᢏ⾡㛤発にຍࢃりᢏ⾡集⣙的な⏘業構造࡬⛣行することが

課題となった。㡑ᅜᨻᗓは௻業の㐠ႠをẸ間主ᑟに㌿᥮する一方で、ᅜの研究㛤発機関をᨵ⦅し、ᅜᐙ

研究㛤発事業を᥎㐍することでẸ間௻業のᢏ⾡㛤発ಁ㐍を意ᅗしたᨻ策を展㛤するようになった。[1] 

౛え1980、ࡤ 年代๓༙に㡑ᅜᨻᗓが㛤始した DRAM プロジ࢙クトでは、ᨻᗓと௻業は研究㛤発ᢞ資の

50㸣ずつを負担し、௻業は研究㛤発ᢏ⾡のᡂ果により得られた཰┈をᨻᗓに㑏ඖした。ᨻᗓはこの཰┈

をḟのᢞ資の資金源とした。そのᚋ、ᨻᗓのᢞ資ẚ⋡はᚎ々に๐減されていき、1989-97 年のプロジ࢙

クトにおけるᨻᗓᢞ資は 30㸣となった。௻業もᚎ々に、より自⏤ᗘの高い自主的な研究㛤発をዲࡴよう

になっていった。[7]また、公的研究機関において日本からの㍺ධに౫Ꮡしている㟁子部ရや〇造⿦⨨

の㍺ධ代᭰ᢏ⾡㛤発が✚ᴟ化したのもこの時ᮇである。[6] 

1993年に発足した金Ὃ୕ᨻᶒは、「ୡ⏺化」をᶆᴶしᛴ㏿なᕷ場㛤ᨺを㐍めた。また、2020年までに

㡑ᅜの基┙ᢏ⾡を G7 ㅖᅜのỈ‽にまでᘬき上ࡆることを目的に⏘学ᐁが連ᦠした「G7 プロジ࢙クト」

が᥎㐍された。資金の༙分はẸ間௻業が負担することを๓ᥦに、ၟရᢏ⾡㛤発㸦ࣈロードバンド、HDTV

等）と基┙ᢏ⾡㸦VLSI、情報分㔝の新⣲ᮦ等）の向上を目的とした研究㛤発がᐇ᪋された。[6] 

 

3.3 IMF༴機が㡑ᅜのᨻ策に与えた影響㸦1997年㹼）[1] 

 IMF༴機でᅜᐙಽ⏘の༴機を⤒験した㡑ᅜは、それ௨㝆、IT化、グローバル化にకう知識⤒῭社会の

฿来をᙉく意識し、様々な構造ᨵ㠉を✚ᴟ的に展㛤する。1999年には 2002年までに ITඛ㐍ᅜとなるこ

とを目指したᨻ策である「ࢧイバーコリア 21」計画を策定し、情報インࣇラᩚഛ、࣋ンチャー⫱ᡂ等に

ດめた。また、基♏研究が重どされるようになり、2001年に科学ᢏ⾡基本法がไ定された。現ᅾは日本

の⥲合科学ᢏ⾡会㆟に相ᙜするᅜᐙ科学ᢏ⾡ጤဨ会にண⟬配分ᶒを௜与している。⏘業ᢏ⾡㛤発のロー

ド࣐ップとして策定されている Total Roadmapでは、IT࡬のᨻᗓᢞ資を減らし、バイ࢜、グリーン分㔝

きは、2008年発足のᮤ明༤ᨻᶒが「グリ࡭きとの結論を出している。さらにὀ目す࡭のᢞ資を増やす࡬

ーンᡂ㛗ᡓ␎」をᥖࡆ、これを㡑ᅜ発のグローバルトレンドとしてୡ⏺にᾐ㏱させてようとしているⅬ

にある。2010 年には、低Ⅳ⣲・グリーンᡂ㛗基本法が他の法ᚊにඃඛしてᐇ᪋する法としてไ定された。

また、グローバルな環境ᡓ␎を担うࢩンクタンクとして 2010 年にタ❧された Global Green Growth 

Institute㸦GGGI）は、2012年 10 ᭶に㡑ᅜึのᅜ㝿機関となるண定である。さらに、ᢏ⾡ᡓ␎およࡧᢏ

⾡のグローバルなࣈࣁ機能を担う機関として 2012 年 3 ᭶には㡑ᅜグリーンᢏ⾡センター㸦GTCK）がタ

❧された。௒ᚋのグリーンᢏ⾡㛤発の主要 8分㔝は、バイ࢜エネルギー、リチウ࣒イ࢜ン㟁ụ、ኴ㝧㟁

ụ、㢼ຊ、⇞料㟁ụ、LED、Ỉ資源、ᗫᲠ≀資源とされており、௒ᚋの動向がὀ目される。[8] 

 

 スン㟁子の発展過⛬と㡑ᅜᨻᗓのᨻ策の関ಀについての分析࣒ࢧ.4

4.1 分析のᯟ⤌ 

 ඣ⋢らは、ᢏ⾡㐍Ṍの学⩦過⛬として、ձ〇造⤒験の⵳✚を通して行ࢃれるᢏ⾡学⩦で、〇造⤒験を

⏘ど生࡯ࡴ✚ 1 ༢఩ᙜたりの労働コストがୗがる「Learning-by-Doing㸦〇造学⩦）」㸦K.J.Arrow）、ղ

」㞧なࢩステ࣒〇ရについては、最⤊ࣘーザーによる฼用⤒験に基づき〇ရのᨵၿを✚ࡳ重ࡡて行く学

⩦がຠく、「Learning-by-using㸦฼用学⩦）」㸦ローࢮンバーグ）にຍえ、ճ高ᗘな〇造⿦⨨や部ရを㉎

ධし、それらを高ᗘに౑いながらᢏ⾡を学⩦する「Learning-by-integrating㸦⤫合学⩦）」というᴫ念

をᥦၐしている。[9]そこで、ḟ⠇ではこれまでに㏙࡭た࣒ࢧスン㟁子の発展⤒⦋と㡑ᅜᨻᗓの科学ᢏ

⾡ᨻ策の関ಀを、〇造学⩦、฼用学⩦、⤫合学⩦の観Ⅼからᤊえることをヨࡳる。 
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4.2 〇造学⩦ 

 ๰業時の࣒ࢧスン㟁子は、全㔞㍺出を๓ᥦとした事業㐠Ⴀをᙉいられたものの、白㯮テレࣅの OEM〇

造を通じてᅜ㝿ᕷ場において〇造学⩦を✚ࡳ重ࡡることができた。同時ᮇに㡑ᅜᨻᗓがᥖࡆた⏘業ᨻ策

は、〇造学⩦を᥎㐍するうえでプラス要因として機能したといえよう。 

 

4.3 ฼用学⩦ 

スン㟁子工業は࣒ࢧ 1977 年に༙ᑟయ事業に参ධしたが、༙ᑟయのような」㞧な〇ရにおいては、㢳

ᐈとのインタラクࣙࢩンを行いながら研究㛤発を㐍める「฼用学⩦」が重要とされている。「฼用学⩦」

により๰出されるᢏ⾡知識の多くは、機Ე⿦⨨や部ရをᥦ౪するࢧプライࣖーにより保᭷されるため、

プライࣖーとの関ಀ構築が最重要課題となる。[9]しかし、日本௻業はࢧ 1970年代ᚋ༙には࣒ࢧスンの

ᢏ⾡⩦得を⬣ጾに感じ、ᢏ⾡⛣㌿をためらうようになった。このため、࣒ࢧスン㟁子は自主㛤発を㐍め

ていく。一方、㡑ᅜᨻᗓのᨻ策に目を㌿じると 1980 年代からは、ᅜが自主ᢏ⾡㛤発をᨭ᥼する方㔪࡬

と㌿᥮している。これにより、研究㛤発の⏘学ᐁ連ᦠが活発化することとなる。さらには、公的研究機

関においてエレクトロࢽクス分㔝にಀる機Ე⿦⨨や部ရ〇造ᢏ⾡のᅜ⏘化をᙉ化した。[6]もࡕろࢇ、

プライࣖーとの間ࢧスン自㌟のດຊによる㠃も大きいといえるが、ᙜ時は「฼用学⩦」の㘽となる࣒ࢧ

に⥭ᙇ関ಀがあったことを考慮すると、ᨻᗓはこれを代᭰する機能をᨭ᥼したといえよう。 

 

4.4 ⤫合学⩦ 

⤫合学⩦においては、最新で最Ⰻの機Ე⿦⨨と部ရを、ୡ⏺中の様々なࢧプライࣖーから調㐩し、そ

れらの஫᥮性を確保しつつୡ⏺で最もຠ⋡の高い生⏘ࢩステ࡬࣒と⤌ࡳ上ࡆ、୙つ๎な生⏘計画の時に

も、このࢩステ࣒を๰業し⥔持するという「⥲合的なᢏ⾡能ຊ」がᚲ要とされる。[9] ࣒ࢧスン㟁子の

「新⤒Ⴀ」は、「⤫合学⩦」を行う上での⤒Ⴀ基┙を࣒ࢧスン自㌟の自ຓດຊによって確❧したと評価

ことができよう。一方で、ᨻᗓは基♏研究の᥎㐍、IT基┙のᩚഛ、グリーンᡂ㛗にಀるグローバルネッ

トワークの構築といった、Ẹ間௻業の⤒Ⴀがཬࡤない㡿域でのᨭ᥼をᙉ化している。これらのᨻ策は、

⤫合学⩦にồめられるࣔジࣗール㛤発や、ࢩステ࣒の原๎をኚ㠉する㠉新ᢏ⾡㛤発の࣏テンࢩャルを高

めると同時に、グローバルなリࢯース࡬のアクセスをᨭ᥼しているとᤊえることができよう。 

また、⤫合学⩦の基♏となるࣔジࣗール・アーキテクチャでは、事๓にࢩステ࣒全యをಠ▔したຠ果

的なデザイン・ルールをタ定することがᚲ要であるが、そのためにはࢩステ࣒全యに関する豊ᐩな⤒験

と知識がᚲ要㸦Boldwin and Clark）となる。[9] ௒ᚋ、࣒ࢧスンが環境関連⏘業࡬と㐍出する中、ᨻ

ᗓがᅜをᣲࡆてグリーンᡂ㛗のᅜ㝿ᡓ␎をྲྀるጼໃは、ඛに㏙࡭た「ࢩステ࣒全యをಠ▔」し、「ຠ果

的なデザイン・ルールをタ定する」࣏テンࢩャルを高めることに㈉献し得る。 

 

5㸬インプリケーࣙࢩン 

 4㸬の分析により、࣒ࢧスン㟁子の発展過⛬の中で、㡑ᅜᨻᗓのᨻ策は௻業活動とẚ㍑的ぶ࿴性の高

い方向で展㛤されてきたことが♧၀された。とりࢃけ、ࣇロントランࢼーとなったᚋの科学ᢏ⾡ᨻ策は

ྲྀる࡭き㔪㊰の㑅ᢥが㞴しい。ところが、「⤫合学⩦」という観Ⅼから㡑ᅜのᨻ策を分析すると、ᴟめ

て᭷望なᨻ策を展㛤している様子が見受けられる。ᡃがᅜにとっては、とりࢃけデザイン・ルールをタ

定し得る「ࢩステ࣒全యのಠ▔ຊ」あるいは「ルールをኚ᭦し得るᢏ⾡ຊ」の⩦得について、㡑ᅜのᨻ

策から学࡭ࡪきⅬが多いはずである。 
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